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エネルギー政策と原子力発電について、特に福島第一原子力発電事故の前後でどのように変わってきたかを中心に年表をまとめる。

年次 できごと 説明

2002 年 「エネルギー政策基本法」制定 第十二条 　政府は、エネルギーの需給に関する施策の長期的、総合的かつ計画的な推進を図るた

め、エネルギーの需給に関する基本的な計画（以下「エネルギー基本計画」という。）を定めなけ

ればならない。

2003 年 第 1 次エネルギー基本計画閣議決定 原子力発電については、安全確保を大前提として、今後とも基幹電源と位置付け推進する。核燃

料サイクルを推進する。

2007 年 第 2 次エネルギー基本計画閣議決定 2003 年と同様の方針をより詳しく。

2010 年 第 3 次エネルギー基本計画閣議決定 ゼロエミッション電源（原子力発電＋再生可能エネルギー）の電源比率を、2010 年の 34% から、

2020 年 50%、2030 年 70% へと引き上げる。その中で、再生可能エネルギーは 2020 年に 10%

とする（つまり、原子力を 40% に上げる）。原子力発電は、2008 年の時点で 54 基稼働し、設備

利用率 60% であった。これを、2020 年までに 9 基増設して、設備利用率を 85% とし、2030 年

までに 14 基増設して設備利用率 90% とする。

2011 年 福島第一原子力発電事故 3 月 11 日。「原子力発電では炉心溶融のような苛酷事故は決して起きない」という原子力安全神

話が崩壊した。

2011 年 エネルギー白書 2011 ( 概要 ) 10 月 28 日。これまでのエネルギー政策を反省し、聖域なく見直す。エネルギー基本計画もゼロ

ベースで見直す必要。原子力発電については、中長期的に依存度を可能な限り引き下げていくと

いう方向性を目指すとともに、省エネルギーの徹底的な推進、再生可能エネルギーの開発・普及

の強力な推進が重要。

2012 年 国内の原発がすべて停止。 5 月 5 日。北海道電力泊原発 3 号機を定期点検のため停止したことによる。

2013 年 原子力発電所の新規制基準施行 7 月 8 日。原子力規制委員会による。シビアアクシデントやテロを防止するための基準を新しく

策定。

2014 年 第 4 次エネルギー基本計画閣議決定 原子力発電は重要なベースロード電源。ただし、原子力発電への依存度は省エネルギー・再生可

能エネルギーの導入や火力発電所の効率化などにより、可能な限り低減させる。電源構成のベス

トミックスの目標を出来る限り早く決定する。

2015 年 電源構成の経済産業省案 6 月 1 日。総合資源エネルギー調査会（経済産業相の諮問機関）の小委員会。2030 年に原子力 20

〜 22%、再生可能エネルギー 22 〜 24 ％とする。参考意見は下記。

2015 年 川内原発１号機再稼働 8 月 11 日。2013 年に新規制基準が導入されてから、原発の再稼働はĀめて。

2018 年 第 5 次エネルギー基本計画閣議決定 2030 年にāĂ効ăĄス 26% ą減、2050 年に 80% ą減を目指す。2030 年度には再生可能エネル

ギーと原子力の合計のゼロエミッション比率を 44 ％Ć度とすることを見ćĈ。資源確保の推進、

徹底した省エネルギーĉ会のĊċ、再生可能エネルギーのČ力電源化に向けたčĎ、原子力政策

の再構ďĐを進める。
2015 年 6 月 1 日の電源構成の経済産業省案にđする参考意見Ē

・ē点・Ĕ点　「電源構成ĕ合の問Ė点」( ė川Ęę , NHK, 2015/5/22) によると、2012 年の原子炉Đ規制法のĚěによる「40 年Ĝĝ停止原Ğ」が効
力を発ğすると、2030 年にĠける原発依存度は 15 ％前後となる。政府案の「20 〜 22 ％」というġĢは、原子力発電所の「60 年Ĝĝ」へのģĤ的な
Ĝĝ期ĥĦ長か新増設かを前提としていることになる。

・2030 年の日本の電源構成見ħしĒよりĨくのĄスとĩĪī発電の導入は可能 (PDF) (Bloomberg Finance, 2015/6/2) によると、原子力発電のĬめ
るĕ合を 20% から 22% とするためには、ĭなくとも 13 基の原子炉のĜĝ期ĥ制限年ġ 40 年をĦ長しなければならないこととなる。

1

https://sekika.github.io/2015/11/04/energy-policy/
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H14/H14HO071.html
http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g31006b1j.pdf
http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g31006b1j.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/summary/0004657/energy.html
http://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2011html/
http://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2011gaiyou/whitepaper2010pdf_h22_nenjihoukoku.pdf
https://www.nsr.go.jp/activity/regulation/tekigousei/shin_kisei_kijyun.html
http://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/140411.pdf
http://www.nippon.com/ja/features/h00114/
http://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/180703.pdf
http://www.nhk.or.jp/kaisetsu-blog/400/217528.html
http://about.bnef.com/content/uploads/sites/4/2015/06/BNEF_White_Paper_Japan_Outlook_JPN_FINAL.pdf

	エネルギー政策と原子力発電

